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【巻頭言】
『福祉社会開発研究』第11号（第3期1号）発行によせて
東洋大学福祉社会開発研究センター長　
森田　明美
東洋大学福祉社会開発研究センターの研究活動は、平成25年度から第2期目の5年間の研究活動が終わり、平成30年度より第
3期目の研究活動がスタートしました。
2期目の研究にあたって、私たちは研究の柱として地域で暮らす生活課題を抱える人々の権利擁護の理論化を据えることに
しました。現代社会では、家族責任による暮らしの自立が一層強力に打ち出されており、その支援が受けられない人々は、地
域に放置され、またそこに多くの問題が集積する状況になっています。とりわけ高齢・障がい・子どもという課題を抱えやす
い人々が、貧困や災害を集中して背負いながら地域で暮らし続けるための仕組みと支援方法の解明への期待に応じることは、
社会福祉研究の喫緊の課題です。
そこで、研究の枠は高齢、障がい、子どもの分野をそれぞれユニットとして理論・歴史グル―プと共に独自の責任において
展開させていき、常にその実践や研究の成果を共通の議論に載せながら、公開シンポジウムなどを開催し、地域での暮らしを
支援する新しい社会福祉実践を創造する研究を進めてきました。
また、その活動はアジア諸国とつながり、初年度にモンゴルと韓国からゲストを招きシンポジウムを開催したことを皮切り
に、2014年度はモンゴルで開催された第3回子どもの権利アジアフォーラムで研究員が研究報告や交流を行い、2015年度はイ
ンドネシアの子どもにやさしいまちづくりの担当副大臣を招聘し取り組みに学ぶシンポジウムを開催しました。2017年度はネ
パールから大地震からの復興に取り組む政府、ＮＧＯ関係者をお招きし、日本で震災からの復興に取り組む宮城県からの報告
を重ねた議論をしました。また3年連続で東アジアで活躍する東洋大学の大学院を修了した研究者を招き、院生の国際的な交
流や、研究の国際化を進めてきました。
　
5年間の研究を進めるなかで、研究のつながりと重なりの部分はかなり見えてきました。特に地域での暮らしを障がいやひ
とり親、高齢などの課題をかかえるそれぞれの市民が求める形で「つなぐ」ことを支援するための、社会福祉分野のコーディ
ネーターの配置の必要性とその技術、方法、システムの構築への研究が進められています。
子どもユニットは被災地支援において、これまでの研究を踏まえ、平成26年度は厚生労働省児童福祉問題調査研究事業「被
災した子ども家庭を支援するためのシステム開発調査研究事業（7802千円）」平成27年度は厚生労働省子ども・子育て支援推
進調査研究事業「被災した子ども家庭を継続的に支援するための当事者参加型システム開発調査研究事業（8688千円）」を受
託することができました。この研究の受託によって、研究所の研究活動に被災地のＮＰＯの人たちの支援活動がつながり、新
しい被災地の子どもの権利を具体化するために、当事者参加型の研究実践を展開させることができました。
幸いなことに、今の当研究所には、日本の社会福祉分野で権利擁護を理論的、実践的にリードする研究者を擁しています。
常に地域で暮らす市民の権利の具体化という視点を明確に持ち、地域での人々の暮らしを再生するために、どのような新しい
実践を提案できるか、最終年には、『－なぜ、つながらないのか？－　地域で暮らし、支え合う福祉社会の仕組みづくり』中
央法規出版の完成を目指して、各ユニットや数度に及ぶ全体の議論を積み重ねて、研究所活動として「つなぐ」ことを具体化
する研究実践書として2冊目の出版も具体化しました。
　
平成30年度より、本センターのプロジェクトは第3期目として新しいスタートを切りました。これまでの研究成果を踏まえ
ながら、「社会的に孤立している人々に対応する持続可能な『つなぐ』支援システムに関する研究」をテーマとして、より発
展させた形で研究活動を展開しています。具体的には、特定の対象や分野に限定せず、支援対象者を横断的に捉え、発見し、
各種支援サービスにつなぐための支援システムと実践のあり方、そのつながりを維持・持続させるための地域における仕組み
や多職種連携のあり方、当事者と非当事者を分断しない相互承認社会（多様性が受容される社会）に求められる理念等を明ら
かにすることを目的としております。
今年度も中国、韓国、モンゴル、台湾などアジアからの研究者と院生や研究員らが共同研究を深めました。国際シンポジウ
ムとしては、「幼児教育・保育無償化と保育の質を考える ～日韓の政策の現状と課題～」を開催しました。韓国育児政策研究
所長ペクソンヒ教授をお招きし、韓国での5年間の保育の無償化の経験について講演をいただいた後、厚生労働省竹林保育課
長や研究協定を結ぶ和光市喜名子ども安心部長の報告を受けて、新しい日本の政策が地方自治体の保育の在り方や子育てにど
のような影響を及ぼすのかということについて、示唆に富んだ議論を交わすことができました。
研究にあたっては、先進的な自治体と協力し、人口規模や専門職の配置、各種制度・サービスの整備状況等の具体的条件を
分析しながら、社会的に孤立する人々と地域の社会資源（制度・サービス・専門職・地域住民等）をつなぐための普遍的条件
さらには社会的な支援の方途を解明していくことを目指し、また、今年度は内閣府から大学の研究機関として初めて「内閣府
科学技術イノベーション総合戦略2017民間機関等における研究開発プロジェクト」の認定をいただき、新たな研究分野の展開
にも挑戦していきます。
